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新設住宅着工戸数の昨年度の予測結果と実績値の比較

2018年度の実績値はNRI予測と比べて＋2.6万戸。
持家、分譲住宅、貸家のいずれも、予測値を若干上回った
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NRI予測
（2018年度実施）

持家 分譲住宅 貸家

新設住宅着工戸数の予測値と実績値の比較

利用関係別に
分解

全住宅 利用関係別

（万戸） （万戸）

出所）実績値：国土交通省「住宅着工統計」、予測値：NRI

実績（2018年度）NRI予測（2018年度実施）

注）持家：建築主が自分で居住する目的で建築するもの
分譲住宅：建て売りまたは分譲の目的で建築するもの
貸家：建築主が賃貸する目的で建築するもの（給与住宅含む）

実績
（2018年度）



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 4

新設住宅着工戸数に影響を与える因子

新設住宅着工戸数に大きく影響を与えるのは、①移動世帯数、 ②住宅ストックの平均
築年数、③名目GDP成長率の3点

新設住宅着工戸数に大きく影響を与える因子
①移動世帯数 ②平均築年数 ③名目GDP成長率

人口・世帯数 経済成長住宅ストック

統計的に、新設住宅着工戸数に影響していると言えるか

新設住宅着工戸数に影響する因子として、論理的に適切か

• 総人口
• 生産年齢人口
• 総世帯数
• 世帯主が生産年齢に

該当する世帯数
• 移動人口
• 移動世帯数

など

• 実質GDP
• 実質GDP成長率
• 前年度の実質GDP
• 前年度の実質GDP成長率
• 名目GDP
• 名目GDP成長率
• 前年度の名目GDP
• 前年度の名目GDP成長率

など

• 住宅ストック総数
• 平均築年数
• 空家数
• 空家率

など
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新設住宅着工戸数に影響を与える因子① 移動世帯数

移動世帯数は、2018年の419万世帯から2030年には383万世帯まで減少する見通し

移動世帯数※の実績と予測

（年）

出所）実績値：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 「国勢調査」よりNRI推計
予測値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数将来推計」よりNRI予測

実績値（推計）← → 予測値

※移動世帯数：当該年に住所を移動した世帯の数

（万世帯）
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新設住宅着工戸数に影響を与える因子② 平均築年数

着工時期別に、住宅ストックが建築後にいくら減少するかという「住宅ストックの減少率」を算出（右の図表）。

それに基づき、着工年別住宅ストックを算出することで、平均築年数を算出（左の図表） 。

住宅ストックの平均築年数は、
2013年の「22年」から、2030年には「29年」近くに延びる見通し
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出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」よりNRI推計・予測
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新設住宅着工戸数に影響を与える因子③ 名目GDP成長率

中長期的な名目GDP成長率は、概ね現状と同水準のまま推移する見込み
（日本経済研究センター）

名目GDP成長率の実績と予測

出所）実績値：内閣府「国民経済計算」
予測値：日本経済研究センター「第45回 中期経済予測（2019年3月14日公表）」

（年度）

実績値← → 予測値

（％）

前回の予測※に
使用したデータ

今回の予測に
使用したデータ

※前回の予測：第266回NRIメディアフォーラム（2018年6月13日）
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新設住宅着工戸数の予測結果

①移動世帯数の減少、②平均築年数の伸長、③名目GDPのほぼ横ばい等により、
新設住宅着工戸数は2030年度には63～68万戸に減少する見通し

新設住宅着工戸数の実績と予測

出所）実績値：国土交通省「住宅着工統計」 予測値：NRI

実績値← → 予測値

（万戸）

（年度）

相続税制改正による貸家の供給増が
定着すると仮定した場合の予測値

長期的な傾向に基づいた
中長期的な予測値
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利用関係別に見た新設住宅着工戸数の予測結果

持家・分譲住宅・貸家のいずれも漸減し、
2030年度時点でそれぞれ20万戸、16万戸、27～32万戸になる見通し

新設住宅着工戸数の実績と予測（利用関係別）

（年度）

実績値← → 予測値

（万戸）

分譲住宅

持家

貸家

相続税制改正による貸家の供給増が
定着すると仮定した場合の予測値

長期的な傾向に基づいた
中長期的な予測値

出所）実績値：国土交通省「住宅着工統計」 予測値：NRI
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リフォーム市場規模に影響を与える因子

リフォーム市場規模に大きく影響を与えるのは、①新設住宅着工戸数（7～9年前）、
②平均築年数、③名目GDP成長率の3点

リフォーム市場規模に大きく影響を与える因子
①新設住宅着工戸数（7～9年前） ②平均築年数 ③名目GDP成長率

人口・世帯数 経済成長住宅ストックの質

統計的に、リフォーム市場規模に影響していると言えるか

リフォーム市場規模に影響する因子として、論理的に適切か

• 総世帯数
• 世帯主が生産年齢に

該当する世帯数
• 移動者数
• 移動世帯数
• 新設住宅着工戸数

など

• 実質GDP
• 実質GDP成長率
• 前年度の実質GDP
• 前年度の実質GDP成長率
• 名目GDP
• 名目GDP成長率
• 前年度の名目GDP
• 前年度の名目GDP成長率

など

• 平均築年数
• 空家数
• 空家率

など
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リフォーム市場規模の予測結果

リフォーム市場規模は、6～7兆円台で横ばい、ないし微増傾向が続く見通し

※ 広義 ： 狭義のリフォーム市場規模に「エアコンや家具等のリフォームに関連する耐久消費財、インテリア商品等の
購入費を含めた金額」を加えたもの

※ 狭義 ： 「住宅着工統計上『新設住宅』に計上される増築・改築工事」及び「設備等の修繕維持費」
出所）実績値：住宅リフォーム・紛争処理支援センター「住宅リフォームの市場規模（2017年版）」 予測値：NRI

リフォーム市場規模の実績と予測
（兆円）

(年)

狭義広義
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１．新設住宅着工戸数の予測

２．リフォーム市場規模の予測
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総住宅数・空き家数・空き家率の実績と予測の乖離

昨年度の予測では、2018年の空き家率は16.1%と予測していたが、
4月末に公表された18年実績は13.6%。戸数にして180万戸ほど予測を下回った

総住宅数・空き家数・空き家率の実績と予測

出所）実績値：総務省「住宅・土地統計調査」 予測値：NRI

総
住
宅
数
・空
き
家
数

空
き
家
率

（万戸） （％）

空き家数（実績）
（左目盛）

総住宅数（実績）
（左目盛）

空き家数（NRI予測）
（左目盛）

総住宅数（NRI予測）
（左目盛）

空き家率（実績）
（右目盛）

空き家率（NRI予測）
（右目盛）
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予測方法

総住宅数・空き家数・空き家率は以下の方法で予測。
空き家数の予測と実績の差の要因は、除却戸数と居住世帯あり住宅数にあり

※1 その他の居住世帯なし住宅には、建築中の住宅、一時現在者のみの
住宅が含まれる

※2 過去の傾向から居住世帯無し住宅数を空き家数とその他に分解する
際に若干の誤差が生じるため、空き家数のNRI予測と実績の差は、
除却戸数や居住世帯あり住宅数の差の合計とは一致しない

＋約42万戸

総住宅数・空き家数・空き家率予測の考え方

－約180万戸※2

①X-5年の
総住宅数

X年の
総住宅数

③5年間の
除却戸数

その他※1

⑤空き家
居住世帯
なし
住宅数

②その後
5年間の
新設住宅
着工戸数

空き家率

居住世帯の
有無で分解

利用
状態
で

分解

＋約135万戸

2018年予測時に、統計データを用いた項目 NRI推計項目

18年実績

NRI18年予測 157万戸

292万戸

5,323万戸

5,366万戸

1,026万戸

846万戸

実績ーNRI予測

①実績値：総務省「住宅・土地統計調査」、予測値：NRI

②実績値：国土交通省「住宅着工統計」、予測値： NRI

③新設住宅着工戸数との相関から、「除却されたであろう戸数」を予測
④国立社会保障・人口問題研究所の将来予測と同水準で推移すると仮定
⑤過去の居住世帯なし住宅数との関係からNRI予測

④居住世帯
あり
住宅数
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除却戸数のNRI予測値と実績値の差の要因

新設住宅着工戸数に対する除却戸数の割合（除却率）は過去一定の傾向。昨年度予測
ではその傾向が続くと仮定したが、2013-17年度の実績は約62%に大幅上昇

新設住宅着工戸数に占める除却戸数の割合（除却率）の推移

（万戸） （%）

新
設
住
宅
着
工
戸
数
・除
却
戸
数

除
却
率

（年度）

除却戸数（実績、NRI推計）（左目盛）新設住宅着工戸数（実績）（左目盛） 除却戸数（NRI予測）（左目盛）

除却率（実績）（右目盛） 除却率（NRI予測）（右目盛）

出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」よりNRI算出
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除却戸数のNRI予測値と実績値の差の要因

一都三県とその他道府県の除却率はいずれも直近5年で高まっており、地域による明確
な差は見られない。建て方別では一戸建の除却率が直近5年で大きく上昇

地域別の除却率の推移

※建て方別の除却率について、「住宅・土地統計調査」の「長屋建」「その他」は総数が少ないため、グラフからは除いた

地域別

建て方別

建て方別の除却率の推移

（年度）
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出所）総務省「住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計」よりNRI算出

42.4 
32.5 36.2 

17.1 

56.1 

41.8 41.5 38.6 37.5 

65.1 

0

20

40

60

80

100

1993-97 1998-02 2003-07 2008-12 2013-17

一都三県 その他



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 18

62.0

30.3 30.3

62.0

82.7 82.7 82.7

30.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2028-322013-172008-12

30.3

2018-22 2023-27

今後の空き家率シミュレーション

除却率が2008-12年度の水準に戻る場合、2033年の空き家率は25.2%に上昇。
特措法施行後の除却率の水準が継続する場合でも、空き家率は17.9%に上昇

空き家率のシミュレーション結果

（%）

シナリオ①：今後、2008-12年度の除却率（30.3%）の水準が続くシナリオ
シナリオ②：空き家特措法施行後（2015-17年度）に除却が進んだと仮定した場合の除却率（82.7%）が

今後も続くシナリオ

（年）

出所）実績値：国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」よりNRI算出、シミュレーション値：NRI

シナリオ②

シナリオ①

今後の除却率のシナリオ
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今後の除却戸数シミュレーション

今後、2018年の空き家率13.6%を維持するには、
2020年代には新設住宅着工戸数と同等、もしくはそれ以上の除却戸数が必要となる

新設住宅着工戸数と、2018年の空き家率を維持するために必要な除却戸数

除却戸数（左目盛）新設住宅着工戸数（左目盛） 除却率（右目盛）

（万戸） （%）

新
設
住
宅
着
工
戸
数
・除
却
戸
数

除
却
率

出所）実績値：国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」よりNRI算出、シミュレーション値：NRI

実績値← →シミュレーション

（年度）

※ 上記シミュレーションに用いた新設住宅着工戸数は、今年度公表のNRI予測値（長期的な傾向に基づいた中長期的な予測値）
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おわりに

空き家の短期的急増は回避できたものの、長期的な増加リスクは残る

 2019年4月に公表された「住宅・土地統計調査」によると、2018年の空き家数および
空き家率はそれぞれ846万戸、13.6%で過去最高となっている。

 一方で、NRIは昨年度まで2018年の空き家数および空き家率をそれぞれ1,026万戸、
16.1%と予測しており、NRIが想定していたような「空き家急増シナリオ」は、2018年時点では
避けられたと言える。

 現時点では明確な因果関係の解明には至っていないが、平成27年の空き家特措法の施行や
税制改正により、空き家問題に対する社会的関心が高まり、空き家や廃屋等の除却、非住宅
への用途転換が進んだと考えられる。

 しかし、空き家特措法施行後の除却・用途転換の傾向が今後続いたとしても、空き家率の上昇
は避けられず、世帯数減少が加速する2033年には17.9%になる可能性がある。

 こうしたなかで、2018年の空き家率を維持するためには、2020年代には新設住宅着工戸数
と同等、もしくはそれ以上の除却・用途転換が必要となる。そのため、今後も引き続き、空き家
対策は重要であり、政策的支援に加えて民間事業者によるビジネス化にも期待したい。
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（参考）空き家特措法・税制改正の概要

平成27年、 『空き家対策の推進に関する特別措置法（空き家特措法）』が施行されるとともに、税制改正が
行われ、「空家等」 ※1や「特定空家等」※2に対する下記内容の措置が実施された

特定空家等に対する措置

▪ 特定空家等に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の措置の助言又は指導、勧告、命令が可能。

▪ さらに要件が明確化された行政代執行の方法により強制執行が可能。

財政上の措置

▪ 市町村が行う空家等対策の円滑な実施のために、国及び地方公共団体による空家等に関する施策
の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充を行う。

税制改正

▪ 特定空家等の所有者等に対して勧告した場合は、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外。

※1 空家等：建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地
（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

※2  特定空家等：そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある
状態 、適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために 放置すること
が不適切である状態にあると認められる空家等をいう。
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章 参照した統計調査 用語 統計上の定義 NRI解説

新設住宅着工
戸数の予測

国土交通省
「住宅着工統計」

持家 建築主が自分で居住する目的で建築するもの 主に注文住宅が相当する

貸家 建築主が賃貸する目的で建築するもの
主に賃貸アパート、賃貸マ
ンションが相当する

給与住宅
会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目
的で建築するもの(※本予測においては貸家に含めた）

主に社宅、社員寮が相当す
る

分譲住宅 建て売り又は分譲の目的で建築するもの
主に分譲マンション、建売
住宅が相当する

リフォーム市場
規模の予測

住宅リフォーム・
紛争処理支援センター
「住宅リフォームの市場

規模」

狭義のリフォーム
市場規模

「住宅着工統計上『新設住宅』に計上される増築・改築工事」及び
「設備等の修繕維持費」

－

広義のリフォーム
市場規模

狭義のリフォーム市場規模に「エアコンや家具等のリフォームに関
連する耐久消費財、インテリア商品等の購入費を含めた金額」を加
えたもの

－

空き家数の
昨年度予測と
実績の乖離
要因分析

総務省
「住宅・土地統計調査」

建築中の住宅
住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりが
できるまでにはなっていないもの（鉄筋コンクリートの場合は、壁が
出来上がったもの）。

－

一時現住者
のみの住宅

昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、
そこにふだん居住している者が一人もいない住宅

－

用語集




